
１．は じ め に

20世紀の終わりから21世紀の始まりにかけて，世界的な
大きな変革の一つのキーワードは，グローバリゼーション
であった（Zhao,2010）。我が国の外国人登録者数は，現
在，200万人を超えており，この10年間で約1．5倍になって
いる。日本の小中高等学校において，日本人の子どもばか
りが一緒に学ぶ状況は急速に変化しつつあり，教育分野の
国際性を備えた人材に対する社会的な要請はますます増大
している。
教育分野の国際化という状況は，我が国の教育政策や授
業内容，方法の変革へも影響を与えつつある。平成20年告
示の新学習指導要領では，小学校段階から「外国語活動」
が新しく含まれ，より上の学校段階においても，スーパー
サイエンスハイスクール等で英語を活用しながら教科内容
を学ぶ機会が増加している。
一方で，教育や教員の養成にはその国固有の歴史的・社
会的・文化的背景が大きく反映されるため，これまで日本
人による日本人のための教育システムを構築してきた我が
国の教育システムにおいて，学校内外で急速に進展しつつ
ある国際化にどのように対応するかは挑戦的課題である
（Sumida,2013）。教員養成プログラムの開発や認定基準の
基本事項の一つに，多様な文化や言語に関する知識やそう

した背景をもつ児童生徒への対応を位置づけている諸外国
の実情（例えば，ダーリング－ハモンド＆バラッツ－ス
ノーデン，2005／2009; Chohen et al.,2006; Villegas &
Lucasm2002）と比べて，我が国の教員養成にはまだ充分
に反映されていない。そこで，我々のグループは，平成20
年度より，緊急を要する現代要請に応える教員養成の高度
化・国際化を目的に，学術交流協定締結校であるフィリピ
ン大学教育学部と連携しながら，我が国において先駆的
に，英語を教授言語とする海外教育実習プログラムの開
発，実施を行ってきた（隅田ほか，2011）。
我々のグループが行っている，愛媛大学の学生がフィリ
ピン大学附属学校において，英語で授業実践を行うという
プログラムは，大学生からのニーズが高く，毎年50名程度
の受講希望者があり，その中から20名の受講生を選考して
いる状況であるが，教育学部内でも全ての大学生が受講を
希望しているわけではなく，また受講者として選ばれた学
生でも現地渡航，授業実践までには多様な支援が必要であ
る。Stroud（2010）は，アメリカ人学生について，外国
で学ぶことへの肯定的な影響要因の一つに，家族の影響を
挙げている。また Cheng-Fei（2013）は，台湾の事例研究
として，大学生が外国で学ぶ際に大きく影響を及ぼす要因
の一つに，各種奨学金による金銭面でのサポートを挙げて
いる。我が国では，大学生の学費や生活費を保護者が支援
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しているケースが多く，就職や進路への関わりを望む保護
者が多い（Benesse教育研究開発センター，2012）。
そこで，本研究では，愛媛大学海外教育実習プログラム
の有用性や意義について，参加学生の保護者を対象に調査
を行い，受講生とは異なる重要なステイクホルダーの意見
を分析し，今後の改善に示唆を得ることを目的とした。

２．愛媛大学海外教育実習プログラムの概要

（1）プログラムの目的と到達目標
愛媛大学海外教育実習プログラムは，教育学部授業科目

「教育実践特別講義」（自由選択科目）として開講されてお
り，教育学部以外の学生も受講することが可能である。
本授業は，授業担当教員として，教育学部，法文学部，
国際連携推進機構から10名以上の教員が関わっており，幼
稚園から高等学校まで幅広い学校種，教科の授業に対応可
能な体制が整っている。フィリピン大学教育学部からの留
学生も，本プログラムのサポートに参加している（Hiwatig,
Faustino, Sumda, & Pawilen,2011）。その授業の目的及
び具体的な到達目標は以下のように設定されている。

本プログラムの目的
フィリピン大学教育学部（学術交流協定締結校）と連携
協力しながら，英語を教授言語として授業を計画・準備
し，現地渡航して授業実践を行い，教育分野における国際
的な感覚を培う。

具体的な到達目標
① 幼稚園・小学校・中学校・高等学校の各教科等か
ら，任意の学年・内容を選び，フィリピンの教育制度
や文化を踏まえながら，授業資料を英語で独自に開発
することができる。
② 開発した教材や資料等を利用し，英語を教授言語と
して，フィリピンの児童生徒に授業を行うことができ
る。
③ フィリピンの学校視察や文化交流を通して，国際的
な教育活動への関心を高め，様々な文化・言語の人た
ちと経験や理解を共有することができる。

本プログラムは，学生が英語で授業を実践する活動が含
まれるが，それは単なる語学研修でもなく，単なる文化交
流でもなく，学部・大学院の学習内容を，教育現場をフィー
ルドとして実践的に高度化・国際化する点にその特徴があ
る。

（2）プログラム参加学生の構成とスケジュール
本プログラムは，平成20年度より，継続発展しながら実
践を行っている。平成20年度及び21年度の実践について

は，拙稿にてその詳細が紹介されている（隅田ほか，
2011）。以下では，本論文の分析に関わる平成22年度と23
年度の実践の概要を述べておく。
平成22年度の受講生は，教育学部学校教育教員養成課程
学生14名，教育学部総合人間形成課程学生1名，教育学部
特別支援教員養成課程学生1名，大学院教育学研究科学生
1名，理学部学生2名，農学部学生1名の計20名であった。
その20名の学生は，小学校社会科グループ，小学校算数グ
ループ，小学校理科グループ，高校家庭科グループ，高校
理科グループにそれぞれ4名ずつにわかれた。
本プログラムのスケジュール，大きく3つの部分に分け
られる。それらは，①日本での授業準備，②フィリピンで
の授業実践，③帰国後の成果報告会，である。
日本での授業準備としては，渡航前の7月末から1月上
旬まで，各授業グループに分かれて，担当教員の指導を受
けながら授業の指導案作りや，教材作りを行う。11月に
は，フィリピン大学教育学部教員を愛媛大学に招聘し，事
前指導と全体講義を行う。
1月上旬に，受講生全員がフィリピンに渡航し，現地で
授業実践をすることに加えて，フィリピン大学附属学校以
外の現地の公立・私立校の視察や，様々な文化体験なども
行う。帰国後に，フィリピン大学教育学部教員を招聘して，
事後指導を行うと共に，一般公開の成果報告会を行う。平
成22年度のプログラムのスケジュールと渡航スケジュール
の概要をそれぞれ表1と表2に示す。
平成23年度のプログラム実践も基本的には上述の平成22
年度スケジュールに準じたものである。20名の受講生を選
考し，小学校社会科グループ，小学校算数グループ，小学
校理科グループ，高校理科グループ，高校家庭科グループ
にわかれて授業準備，実践を行った。平成23年度受講生の
所属内訳は，教育学部学校教員養成課程学生14名，教育学

表1．平成22年度プログラムのスケジュール
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部総合人間形成課程学生2名，教育学部特別支援教育教員
養成課程1名，大学院教育学研究科学生2名，法文学部学
生1名であった。
平成23年度のプログラムと平成22年度のプログラムの相
違点としては，文化視察先を，マニラ近郊のコレヒドール
島やアンティポーロ教会としたこと，視察先の公立・私立
学校を，クマニン小学校，ベレア科学芸術高校，ハリス・
メモリアル・カレッジとしたことであった。加えて，平成
23年度ついては，本プログラムが日本学生支援機構
（JASSO）の留学生交流支援制度（ショートビジット）プ
ログラムとして選定され，参加学生全員が奨学金の支援を
受けた。

３．調査の対象と方法

平成22年度，23年度にフィリピンでの教育実習に参加し
た全ての大学生各20名，計40名について，帰国後の成果報
告会が終了した後，その保護者に対して郵送式のアンケー
トを実施した。有効回答数は28（平成22年度の回答数は13，
平成23年度の回答数は15），平均回収率は70％であった。
調査項目は，大きく4つに分かれていた。最初の設問は，
本プログラムの主な活動内容である以下の10項目につい
て，それぞれが自分の子どもにとってどの程度有用だった
かを5段階で問うようになっていた（「とても有用だった」
「かなり有用だった」「ある程度有用だった」「ほんの少し
有用だった」「全く有用ではなかった」）。

設問1で挙げられた本プログラムに関わる活動
活動① 英語の指導案や授業資料を作成したこと
活動② 様々な専攻の学生と協力しながら授業準備・実

践をしたこと
活動③ 様々な専門分野の教員に指導を受けたこと

活動④ フィリピン大学の教員に指導を受けたこと
活動⑤ フィリピンの文化や習慣を現地で体験したこと
活動⑥ フィリピンの公立・私立の学校を訪問したこと
活動⑦ フィリピン大学教育学部・附属学校を訪問した

こと
活動⑧ フィリピン大学附属学校の教員に指導を受けた

こと
活動⑨ フィリピン大学附属学校にて英語で授業実践を

したこと
活動⑩ 半年にわたる授業を振り返って考察し，成果を

発表したこと

次に，設問2において，本プログラムの国際的な教育実
践を通じて，参加した生徒の成長について，そしてその成
長に何が重要だったかについて自由記述で問うた。設問3
では，本プログラムについて今後改善した方がいいと思う
点，設問4では，その他の気づいた点について，自由記述
で問うた。

４．結 果

（1）保護者から見た海外教育実習プログラムの有用性
上述の設問1の10項目について，保護者による，自分の
子どもに対する有用性の回答を，「とても有用だった」を
5，「かなり有用だった」を4，「ある程度有用だった」を
3，「ほんの少し有用だった」を2，「全く有用ではなかっ
た」を1として，各年度別に平均値を算出して図1に示す。
図1より，本プログラムに含まれる活動①「英語の指導
案や授業資料を作成したこと」から活動⑩「半年にわたる
授業を振り返って考察し，成果を発表したこと」までの全
ての活動について，保護者の回答平均値が4を超えてお
り，その有用性を強く感じていることがわかる。それぞれ
の活動項目に対する平成22年度参加学生の保護者回答平均
値と平成23年度参加学生の保護者回答平均値について，対
応のない t 検定を行ったところ，全ての活動項目について
有意な差は見られなかった。つまり，いずれの年度の参加
学生の保護者も同様に，本フィリピン実習プログラムに含
まれる様々な活動に強い有用性を感じていた。
そこで，平成22年度参加学生の保護者と平成23年度参加
学生の保護者の回答を含めて平均値を算出し，参加学生に
よる回答平均値と比較した。その結果を図2に示す。
図2より，保護者，参加学生共に，本プログラムに含ま
れる様々な活動に強い有用性を感じており，特に大学生は
10項目中9項目について，保護者よりもさらに強く有用性
を感じていたように見える。
図2の保護者平均値と参加学生平均値を，それぞれの活
動について t 検定を行ったところ，活動①（t（66）＝
2．5553），活動⑨（t（66）＝2．3824），活動⑩（t（46）＝2．2344）

表2．平成22年度渡航スケジュール
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で5％水準の有意差が見られた。保護者も参加学生も共
に，本プログラムに含まれる多様な活動全てに高い有用性
を示していたが，大学生は特に，活動①「英語の指導案や
授業資料を作成したこと」や活動⑨「フィリピン大学附属
学校にて英語で授業実践をしたこと」について，保護者以
上に大変強い有用性を感じていた。保護者は，参加学生以
上に，活動⑩「半年にわたる授業を振り返って考察し，成
果を発表したこと」に特に強い有用性を感じていたことが
わかった。

（2）保護者から見た海外教育実習プログラムを通した大学
生の成長

今回保護者を対象に行った調査では，設問2において，
本プログラムの国際的な教育実践を通した，参加した学生
の成長について，そしてその成長に何が重要だったかにつ
いて自由記述で問うていた。その記述を整理したものが表
3である。
隅田ほか（2011）では，フィリピン教育実習に参加した

大学生による自由記述回答から，大学生が考える自分の成
長について，①英語を話すことへの積極性・英語力の向
上，②国際的な視野の広がり，③自国の文化を知ることの
大切さ・自国のよさの再発見，④協力して授業を作り上げ
ることの重要性の4点について，特に多くの回答が得られ
たことを報告している。表3に示した，今回調査を行った
保護者による参加大学生の成長に関する回答から，それら
4点に加えて，保護者は，自分の子どもが新しいことに挑
戦したことへの賞賛，将来の進路や職業意識へ強く影響し
たことへの肯定的な言及が見られた。また，海外での授業
実践という明確な目標の下，仲間や指導教員，現地教員や
子どもたち等，多くの良い出会いがあった事へ感謝を示す
回答も多かった。

図1．保護者から見たフィリピン教育実習プログラムに含まれる各活動の有用度

※図中の＊は有意差が見られた回答項目を示す。
図2．平成22・23年度参加学生とその保護者から見たフィリピン教育実習プログラムに含まれる各活動の有用度
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（3）保護者から寄せられたプログラム改善への意見
我々のグループが開発，実践中のフィリピンでの教育実
践体験プログラムについて，今後改善した方がいいと思わ
れる点を問うた設問3及び，その他に何か気づいた点を問
うた設問4への回答は，大きく下のように整理することが
できた。

① 滞在期間について
もう少し滞在期間を長くしてはどうかという回答が複数
あった。現地の子どもたちや大学生とのより密な交流を提
案する回答もあった。
② 補完的な語学授業について
英語を教授言語として授業を実践することに関わり，コ
ミュニケーションが十分にできるのか不安に思う保護者が
おり，補完的な語学授業があれば有り難いという回答が
あった。
③ 現地滞在中の参加者との連絡について
現地滞在中は，日本にいる時と同じように携帯電話等で
連絡をとることは難しい。引率教員や宿泊先の連絡先は事
前に伝えていても，現地滞在中に，連絡を取りづらいのが
不安であったという回答があった。
④ プログラム内容の周知について
本プログラムでは，独自に渡航のしおりや案内チラシを
作成して学生に配布しているが，必ずしも保護者にそれら

が届いているわけでないことがわかった。今回のアンケー
トによって，プログラムの取り組みや成果を知ることがで
きたという保護者もいた。
⑤ 渡航費用について
隅田ほか（2011）で，フィリピンで教育実践を行う利点
の1つとして，フィリピンが東南アジアに位置して日本に
比較的近いため，渡航費を抑えることができることが挙げ
られている。それでも，今回の保護者アンケートから，参
加学生の中には，アルバイトをしたり，少しずつ節約した
りして，渡航費用を用意している学生が少なからずいるこ
とがわかった。

５．全体的考察

21世紀の教育は，地域社会との結びつきが深く，その貢
献が期待されると同時に，文化や言語の影響を含めた国際
的な視野に立った幅広い教養と豊かな人間性が求められ
る。我々のグループは，学術交流協定締結校であるフィリ
ピン大学教育学部との連携により，機動性の高い実施体制
の下，教育について国際的に考え，実践する機会を提供す
る海外教育実習プログラムを開発し，継続的に実践してい
る。
本プログラムの企画，実施については，参加大学生，保
護者，愛媛大学教員，愛媛大学留学生，フィリピン大学教

表3．海外教育実習体験を通した参加大学生の成長に関する保護者の記述回答（一部抜粋）

愛媛大学における海外教育実習プログラムの開発と実践（3）

37大学教育実践ジャーナル 第12号2014



員，フィリピン大学附属学校教員，フィリピン大学附属学
校の児童生徒等の多様なステイクホルダーが想定される。
これまで，フィリピン大学教員，フィリピン大学附属学校
教員，フィリピン大学附属学校の児童生徒からの本プログ
ラムへの意見の分析（Pawilen, Sumida, & Fukada,2009,
Pawilen, Sumida, Calingasan, & Fukada,2010, Pawilen,
et al.,2011），愛媛大学留学生の参画に関する分析（Hiwa-
tig, Faustino, Sumida, & Pawilen,2011），そして参加大
学生に関する分析（隅田ほか，2011，上舘ほか，2012）を
行ってきたが，本研究では，従来の関連研究分野でもまだ
十分に調査がなされていない，重要なステイクホルダーと
しての保護者の意見を分析した。
この海外教育実習プログラムは，①日本人以外の子ども
たちを対象に工夫しながら授業を準備して実践する，②外
国語（主に英語）でコミュニケーションを行う，③異文化
（主にフィリピン文化）を体験する，という大きな特徴を
備えている。今回の分析により，本プログラムの特徴に含
まれる各種の活動，例えば英語の指導案や授業資料の作成
やフィリピン大学附属学校にて英語で授業実践を行ったこ
と等について，保護者は強い有用性を感じていることがわ
かった。その有用性の度合いは，実際に参加した大学生に
匹敵する強いものであり，「半年にわたる授業を振り返っ
て考察し，成果を発表する」活動のように，大学生以上に
保護者がその有用性を強く感じる活動もあった。大学生の
成長という観点からも，保護者は，本プログラムの具体目
標以外にも，新しい事へ挑戦する自分の子どもたちを賞賛
し，その成果ばかりでなく，準備のプロセスの重要性を認
識しており，プログラムを通した将来の進路や職業意識の
高まりを感じていた。これらは，現代の保護者が大学生や
大学教育に望むニーズと一致しており，本プログラムへの
保護者からの多くの肯定的な反応を裏付けるものであっ
た。
今後は，今回の調査結果で保護者から寄せられた有用性
の視点や改善への指摘を参考にしながら，愛媛大学とフィ
リピン大学，そして大学生と教員と保護者の連携を深めな
がら，本プログラムを継続発展させていくことが重要であ
る。その際に，本プログラムの特徴である，語学力と授業
構成・実践力，異文化適応力という領域交差的な能力の相
乗的な向上へ向けた，効果的かつ継続可能な評価方法や学
習方法の在り方についても検討をしていくこと望まれる。

付 記
本プログラムの開発・実践は，平成22年度・23年度愛媛大学

国際連携促進事業（愛大国際 GP）による助成を受けて行われ
たものである（プロジェクト名「国際性を備えた教育人材を育
成する海外インターンシッププログラムの開発（実施責任者：
隅田学）」）。
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